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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 (注) 上記「売上高」には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

  

回次 平成15年度中 平成16年度中 平成17年度中 平成15年度 平成16年度 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高        (百万円) ２５１,６７１ ２７６,８４８ ２９２,０５９ ５２１,３５８ ５５５,５６８

経常利益       (百万円) １２,６６５ ２４,２４３ ２３,７５０ ３１,６３８ ４６,２１４

中間(当期)純利益   (百万円) ５,８０７ １３,１６０ １３,７８４ １５,７８４ ２５,７１４

純資産額       (百万円) １４９,７７６ １７０,３９１ １９５,９１６ １５７,３１１ １８０,９１０

総資産額       (百万円) ４０７,８９２ ４０８,３０４ ４２１,４１７ ３９３,８３５ ４１１,４８５

１株当たり純資産額    (円) ７２２.７７ ８２２.１８ ９４５.１９ ７５８.４４ ８７２.２０

１株当たり中間(当期)純利益(円) ２８.０２ ６３.５０ ６６.５０ ７５.４７ １２３.４６

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益       (円) 

２７.９９ ６３.４９ ６６.４９ ７５.４４ １２３.４４

自己資本比率       (％) ３６.７ ４１.７ ４６.５ ３９.９ ４４.０

営業活動によるキャッシュ・フ 
ロー         (百万円) 

２０,７４８ ３１,６７３ １０,６１９ ２７,３４７ ６０,６０８

投資活動によるキャッシュ・フ 
ロー         (百万円) 

△ ９,３６９ △１５,５８３ △１９,１３０ △２３,３５８ △３３,００２

財務活動によるキャッシュ・フ 
ロー         (百万円) 

△ ７,１８３ △ ９,６９８ △ ２,２４３ △１９,６１４ △１３,１１９

現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高      (百万円) 

６６,６３３ ５３,３３５ ５１,２２８ ４６,２０５ ６０,９５９

従業員数         (人) １６,９５９ １６,９８２ １７,００１ １６,７６４ １６,５５１



(2) 提出会社の経営指標等 

 (注) １．上記「売上高」には、消費税及び地方消費税は含まれていない。 

２．「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略している。 

  

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成16年
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成16年 
３月31日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

売上高        (百万円) ９６,２１９ １０８,８９６ １１８,１８６ ２００,５２０ ２１８,５６８

経常利益       (百万円) ７,２１３ １５,６０６ １７,８１１ １７,５２６ ２８,７１７

中間(当期)純利益   (百万円) ４,６０９ ７,７２９ １１,５７４ １０,６１３ １４,６５９

資本金        (百万円) １５,２８４ １５,３０４ １５,３３６ １５,２８８ １５,３２８

発行済株式総数     (千株) ２０７,２５２ ２０７,２７８ ２０７,３２０ ２０７,２５６ ２０７,３１０

純資産額       (百万円) １１５,３７８ １２６,６１３ １４２,７５７ １２０,２３５ １３２,３３９

総資産額       (百万円) ２０２,５１５ １９８,１７９ ２１９,４８８ １９４,３７６ ２１０,０３１

１株当たり中間(年間)配当額(円) ６.００ ７.００ １０.００ １２.００ １７.００

自己資本比率       (％) ５７.０ ６３.９ ６５.０ ６１.９ ６３.０

従業員数         (人) ３,３８１ ３,２５２ ３,２４６ ３,２１２ ３,２５８



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。また、事業の種類別セ

グメントにおける主要な関係会社に異動はない。 

 なお、当社グループの事業の実態に即したセグメントとすることを目的として、当中間連結会計期間より、従来の「工業材料関

連製品」の名称を「機能性材料関連製品」に変更するとともに、従来は「工業材料関連製品」に区分していた「リチウムイオン電

池用カーボン負極材」及び「プラズマ・ディスプレイ・パネル用電磁波遮蔽シート」を「エレクトロニクス関連製品」のセグメン

トに移管した。変更の内容については、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 (1) 中間連結財務諸表 注記事項(セグメ

ント情報)」に記載のとおりである。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  

(2) 提出会社の状況 

  

(3) 労働組合の状況 

 当中間連結会計期間において、労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  

  

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

エレクトロニクス関連製品 ７,０６７

機能性材料関連製品 ７,２３２

住宅機器・環境設備 ２,７０２

計 １７,００１

  平成17年９月30日現在

従業員数(人) ３,２４６



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間における日本経済は、原油を始めとする原材料の高騰等の不安要因を抱えながらも、景気に幾分の明るさ

が戻り、企業の設備投資が増勢を示したほか、雇用環境の改善を背景に個人所得も上向き、個人消費も伸長するなど総じて順調

に推移した。 

 世界経済では、米国が個人消費、設備投資、住宅投資等の内需面で引き続き好調を持続し、景気の牽引役を果たしたが、８月

末に米国南部を襲い甚大な被害をもたらした大型ハリケーン「カトリーナ」が石油・天然ガス等の生産活動にも大きな影響を与

え、エネルギー価格の高騰を通じて、景気に悪影響を及ぼした。アジア経済では、中国が人民元の管理フロート制への移行後も

依然として高い成長率を維持し、ＡＳＥＡＮ、ＮＩＥｓ地域からの製品輸出先として景気の先導役となった。ＥＵ経済は、特に

ドイツ、フランスの低迷により減速過程を辿った。 

 このような状況の下、当社グループは、経営環境の変化を克服して常に増収増益を確保しうる強固な経営基盤と事業構造を確

立するため、新事業・新製品の創造、高収益事業の一層の強化、グローバル経営の徹底による海外成長市場の取り込み、生産技

術の強化、危機管理の徹底、そして企業の社会的責任(ＣＳＲ)の履行と環境経営の実践等に積極的に取り組んできた。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高2,921億円(前年同期比5.5％増)、営業利益237億円(同1.7％減)、経常利益238

億円(同2.0％減)、中間純利益138億円(同4.7％増)となった。 

① 各区分の事業の状況 

イ．エレクトロニクス関連製品 

半導体・ディスプレイ用材料 

 半導体用材料では、半導体ウエハー平坦化用研磨材料が微細な配線加工に対応した高付加価値製品を中心に売上を拡

大したほか、ダイシングテープの機能を併せ持つダイボンディング材料が顧客の製造工程を短縮する機能を高く評価さ

れ、前年に引き続き大きく伸長した。エポキシ封止材は、環境への負荷を低減するハロゲンフリー製品及び鉛フリーは

んだ対応製品が売上を伸ばしたが、国内需要の減少により全体としては前年同期実績を下回った。 

 ディスプレイ用材料では、液晶ディスプレイ用回路接続フィルムがアジア地域におけるデジタル家電製品向けの需要

増により好調に推移したほか、プラズマ・ディスプレイ・パネル用電磁波遮蔽シートが国内外の顧客に好評を博し、前

年同期実績を大きく上回った。 

配線板及び配線板用材料 

 配線板では、多層プリント配線板が半導体テスター用治具に採用が拡大し、売上を伸ばしたものの、フレキシブルプ

リント配線板やマルチワイヤー配線板が国内需要の減少等により売上を減らし、全体としては前年同期実績を下回っ

た。 

 配線板用材料では、耐熱性に優れたプリント配線板用銅張積層板が半導体パッケージ用として売上を伸ばしたが、国

内配線板市場の伸び悩みの影響を受け、プリント配線板用銅張積層板全体では前年同期実績を下回った。また、プリン

ト配線板用感光性フィルムは、拡大するアジア地域の需要を着実に取り込み、売上を伸ばした。 

その他 

 リチウムイオン電池用カーボン負極材は、拡大を続ける需要に積極的に対応し、売上を伸ばした。 

 一方、コンデンサは、インバーター等に使用されるアルミ電解コンデンサが輸出の減少により前年同期実績を下回っ

たほか、タンタルコンデンサも国内デジタル家電市場の競争激化の影響を受け伸び悩んだため、前年同期実績を下回っ

た。 

 この結果、当事業区分の売上高は1,326億円(前年同期比4.0％増)、営業利益は171億円(同1.9％減)となった。 

ロ．機能性材料関連製品 

工業用素材 

 液晶ディスプレイ回路の表面保護用等に使用される電気絶縁用ワニスが国内及び海外で順調に売上を伸ばしたほか、

環境に配慮した紫外線硬化型アクリル樹脂がフローリング用塗料向けを中心に堅調な売行きを示した。また、発泡ポリ

スチレンは、自動車構造部材や再生材を用いたリサイクル原料の売上拡大に加え、資材価格の高騰に対応した価格改定

の浸透により、前年同期実績を上回った。 

 なお、当中間連結会計期間に不飽和ポリエステル樹脂事業を合弁会社に移管したため、全体の売上は、前年同期実績

を若干下回った。 

カーボン・セラミックス 

 アルミナセラミックスでは半導体製造装置用部品が、炭化ケイ素セラミックスでは自動車ウォーターポンプ用部品が

それぞれ順調に売上を伸ばした。 

 一方、電刷子は、鉄道車両向けの売上が減少したため、前年同期実績を下回った。また、医療用断層撮影装置等に使

用されるＧＳＯ単結晶は、販売数量の拡大にもかかわらず、価格競争の激化により、前年同期実績を下回る売上にとど



まった。 

自動車部品 

 自動車用成形品は、大手顧客の生産台数増による需要を取り込み売上が伸長したほか、ディスクブレーキパッドも、

顧客の採用拡大等により売上を伸ばした。また、タイ所在の合弁会社の持株比率を増やし連結子会社としたことによ

り、売上が拡大した。 

機能性フィルム 

 粘着フィルムが液晶ディスプレイに用いられる光学シートの表面保護用に売上を拡大したほか、架橋ポリエチレン

フォームが屋根の断熱用途や床暖房用配管の被覆用途に売上を拡大し、前年同期実績を上回った。 

その他 

 粉末冶金製品は、高性能エンジン用部品及びカーエアコン用高機能部品等の自動車用部品が好評を博し、売上を拡大

した。 

 蓄電池は、通信業界の旺盛な設備投資需要や新型自動車向け需要の増加に着実に対応し、前年同期実績を上回った。 

 この結果、当事業区分の売上高は1,166億円(前年同期比7.8％増)、営業利益は61億円(同1.7％増)となった。 

ハ．住宅機器・環境設備 

 システムキッチンは、昨年実施したフルモデルチェンジの効果が表れ、売上を伸ばしたほか、オール電化住宅向けにエネ

ルギー効率を向上させた給湯機が大きく伸長した。 

 一方、ユニットバスは、集合住宅向けが前年同期実績と同水準の売上を維持したものの、戸建住宅向けが着工件数の減少

により伸び悩み、全体では前年同期実績を下回った。また、家庭用合併処理浄化槽は、需要の減少により前年同期実績を下

回った。 

 この結果、当事業区分の売上高は428億円(前年同期比4.2％増)、営業利益は５億円(同32.4％減)となった。 

② 所在地別の事業の状況 

イ．日本 

 景気に幾分の明るさが戻り、企業の設備投資が増勢を示したほか、雇用環境の改善を背景に個人所得も上向き、個人消費

も伸長するなど総じて順調に推移し、当所在地の売上高は2,345億円(前年同期比1.7％増)、営業利益は220億円(同1.1％増)

となった。 

ロ．アジア 

 中国が人民元の管理フロート制への移行後も依然として高い成長率を維持し、ＡＳＥＡＮ、ＮＩＥｓ地域からの製品輸出

先として景気の先導役となり、当所在地の売上高は459億円(前年同期比24.8％増)、営業利益は15億円(同32.0％減)となっ

た。 

ハ．その他 

 米国が個人消費、設備投資、住宅投資等の内需面で引き続き好調を持続し、景気の牽引役を果たし、当所在地の売上高は

116億円(前年同期比24.2％増)、営業利益は４億円(同7.1％増)となった。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末と比較して21億円少ない、512億円となった。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、課税所得が増えたことにより法人税等の支払額が増加したことと、債権流動化の金

額を減少させたことなどから、前年同期実績と比較して211億円少ない、106億円となった。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得のための支出が増加したことなどから、前年同期実績と比較し

て35億円多い、191億円の支出となった。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金が増加したことと、前中間連結会計期間のような社債の償還による支出

が当中間連結会計期間にはなかったことなどから、前年同期実績と比較して75億円少ない、22億円の支出となった。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループ(当社及び連結子会社をいう。以下同じ。)の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であって

も、その容量、構造、形式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに

生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため、生産、受注及び販売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関連付けて

示している。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。 



  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、重要な変更があった契約は次のとおりである。 

 技術供与契約 

 (注) 本契約については、当初の終期である平成17年６月21日を平成22年６月21日に５年間延長する契約を締結した。 

  

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発は、当社の各研究所及び各事業部の研究開発部門と、当社グループ会社の研究開発部門とが密接な連携

の下に進めている。なお、Hitachi Chemical Research Center, Inc.は、研究開発を事業目的とする子会社であり、主にバイオテ

クノロジーに関する研究を行っている。 

 当中間連結会計期間の研究開発費は131億円である。 

 当中間連結会計期間における事業区分別の研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次のとおりである。 

  

エレクトロニクス関連製品 

 エレクトロニクス分野における著しい技術革新に即応した新製品の創出を目的として、半導体・ディスプレイ用材料、配線板

及び配線板用材料などに関する研究開発を進めている。新製品としては、新型ＤＲＡＭ用ダイボンディング材料、小型で大容量

のチップタンタルコンデンサなどがある。当事業区分の研究開発費は68億円である。 

機能性材料関連製品 

 技術革新への対応と新規市場の開拓を目的として、工業用素材、カーボン・セラミックス、自動車部品、機能性フィルムなど

に関する研究開発を進めている。新製品としては、環境に配慮したフェノール樹脂系ワニス、ブレーキの振動や鳴きが小さく、

効きの良い自動車用ディスクブレーキパッド、高出力で長寿命の小型鉛蓄電池、コンプレッサの異常停止を原因とするエンジン

故障等の防止に寄与するカーエアコン・コンプレッサ用部品などがある。当事業区分の研究開発費は58億円である。 

住宅機器・環境設備 

 機能性、デザイン及び使い勝手に優れ、さらに環境に配慮した新製品の市場投入を目的として、ユニットバス、システムキッ

チン、浄化槽などに関する研究開発を進めている。新製品としては、浴室全体を断熱材で包み込み保温性を高めた戸建住宅向け

ユニットバス、使い勝手に優れた引出し構造をもつシステムキッチン、材質・構造を改良し、埋設の際簡易な補強工事で、上部

に駐車場が設置できる高性能家庭用合併処理浄化槽、狭い場所に設置可能な薄型ヒートポンプ給湯機などがある。当事業区分の

研究開発費は５億円である。 

  

契約会社名 相手方の名称 契約内容 対価 契約期間 

新神戸電機(株) 

(連結子会社) 

EXIDE 

Industries 

Limited 

(インド) 

シール鉛蓄電池に関する

特許実施権及び技術情報

の供与 

一時金及び契約製品

の売上に対し一定の

実施料を受け取る。 

自 平成７年６月22日 

至 平成22年６月21日 

(注) 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はない。 

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 (注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減じる」旨定款に定めている。 

  

②【発行済株式】 

 (注) 上記「提出日現在発行数」には、平成17年12月１日以降提出日までの間に新株予約権等の行使により発行された株式の数は含

まれていない。 

  

(2)【新株予約権等の状況】 

 当社に対して新株の発行を請求できる権利に関する事項は、次のとおりである。 

① 旧商法第280条ノ19の規定に基づき発行した新株引受権 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 ８００,０００,０００ 

計 ８００,０００,０００ 

種類 
中間会計期間末現在発行
数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在発行数(株)
(平成17年12月21日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 ２０７,３２０,７０８ ２０７,３２０,７０８
東京証券取引所
大阪証券取引所 
各市場第一部 

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

計 ２０７,３２０,７０８ ２０７,３２０,７０８ － － 

株主総会の特別決議(平成13年６月27日)   

区分 
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数             (個) － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     (株) ４７,０００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額      (円) １,８４３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成14年８月３日
至 平成18年８月２日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額       (円) 

発行価格 １,８４３
資本組入額  ９２２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

権利者は、当社取締役又は執
行役員の地位を失った後も１年
間に限り権利行使可能とする。
 権利者が死亡した場合、その
相続人は権利行使することはで
きない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
第三者への権利の譲渡、質入
れ、その他の処分を認めない。

同左 



② 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権 

  

株主総会の特別決議(平成14年６月26日)   

区分 
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数             (個) ３２０ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     (株) ３２,０００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額      (円) １,４９４ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年８月２日
至 平成19年８月１日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額       (円) 

発行価格 １,４９４
資本組入額  ７４７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、各新株予約権の一部につき
行使することができない。 
その他の条件は、取締役会で
定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合
は、取締役会の承認を要する。

同左 

株主総会の特別決議(平成15年６月26日)   

区分 
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数             (個) ８００ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     (株) ８０,０００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額      (円) １,５０３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年８月２日
至 平成20年８月１日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額       (円) 

発行価格 １,５０３
資本組入額  ７５２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、各新株予約権の一部につき
行使することができない。 
その他の条件は、取締役会で
定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合
は、取締役会の承認を要する。

同左 



  

  

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 (注) 新株予約権の行使による増加である。 

  

株主総会の特別決議(平成16年６月25日)   

区分 
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数             (個) ９００ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     (株) ９０,０００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額      (円) １,８８３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年８月３日
至 平成21年８月２日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額       (円) 

発行価格 １,８８３
資本組入額  ９４２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、各新株予約権の一部につき
行使することができない。 
その他の条件は、取締役会で
定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合
は、取締役会の承認を要する。

同左 

株主総会の特別決議(平成17年６月28日)   

区分 
中間会計期間末現在
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数             (個) ９６０ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     (株) ９６,０００ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額      (円) ２,１２３ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年８月２日
至 平成22年８月１日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額       (円) 

発行価格 ２,１２３
資本組入額１,０６２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当を受けた者
は、各新株予約権の一部につき
行使することができない。 
その他の条件は、取締役会で
定める。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合
は、取締役会の承認を要する。

同左 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

10,000 207,320,708 7,470 15,335,650 7,470 30,975,035



(4)【大株主の状況】 

  

(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 (注) 上記「完全議決権株式(その他)」の中には、証券保管振替機構名義の株式が1,400株(議決権の数14個)含まれている。 

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

(株)日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 106,048 51.15 

日本トラスティ・サービス信託銀行
(株) (信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 18,586 8.97 

日本マスタートラスト信託銀行(株) 
(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 9,155 4.42 

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 4,186 2.02 

インベスターズ バンク ウエスト
ペンション ファンド クライアン
ツ 
(常任代理人 スタンダードチャータ
ード銀行) 

200 CLARENDON STREET P.O. BOX 9130, 
BOSTON, MA 02117-9130, U.S.A. 
(東京都千代田区永田町二丁目11番１号) 

1,488 0.72 

第一生命保険(相) 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,445 0.70 

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー 
505103 
(常任代理人 (株)みずほコーポレー
ト銀行兜町証券決済業務室) 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号) 

1,404 0.68 

資産管理サービス信託銀行(株) (証
券投資信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,388 0.67 

資産管理サービス信託銀行(株) (信
託Ｂ口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,310 0.63 

日立化成グループ持株会 東京都新宿区西新宿二丁目１番１号 1,233 0.59 

計 － 146,248 70.54 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式 (自己株式等) － － － 

議決権制限株式 (その他) － － － 

完全議決権株式 (自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   44,600 

－
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式 (その他) 普通株式 207,040,400 2,070,404 同上 

単元未満株式 普通株式   235,708 － 同上 

発行済株式総数 207,320,708 － － 

総株主の議決権 － 2,070,404 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 上記の株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 

   平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数(株) 

他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

日立化成工業(株) 
東京都新宿区西新宿
二丁目１番１号 

44,600 － 44,600 0.02 

計 － 44,600 － 44,600 0.02 

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月

最高 (円) １,９６８ １,９９６ ２,１３５ ２,０７５ ２,０６０ ２,３８０ 

最低 (円) １,７１９ １,７９５ １,９１４ １,９２０ １,８６８ ２,０００ 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号。以下

「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)及び当中

間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日)及び当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)の中間財務諸表について、新日本監査

法人により中間監査を受けている。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1)【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

   
前中間連結会計期間末

  
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末の
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

現金及び預金  33,332 33,851 33,173 

受取手形及び売掛金  112,889 115,494 107,130 

たな卸資産  41,438 42,215 41,027 

その他  42,097 40,456 49,523 

貸倒引当金  △ 4,059 △ 4,786 △ 4,080 

流動資産合計  225,697 55.3 227,230 53.9 226,773 55.1

Ⅱ 固定資産   

1.有形固定資産 ※1,2  

建物及び構築物  44,127 44,804 43,678 

機械装置及び運搬具  52,873 57,300 54,267 

土地  23,565 22,852 22,842 

その他  14,592 18,341 14,368 

有形固定資産合計  135,157 143,297 135,155 

2.無形固定資産  4,447 5,756 5,097 

3.投資その他の資産   

投資有価証券  － 21,537 19,353 

その他  44,081 24,399 25,954 

貸倒引当金  △ 1,078 △  802 △  847 

投資その他の資産合計  43,003 45,134 44,460 

固定資産合計  182,607 44.7 194,187 46.1 184,712 44.9

資産合計  408,304 100.0 421,417 100.0 411,485 100.0

    



  

  

   
前中間連結会計期間末

  
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末の
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

科目 
注記
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

支払手形及び買掛金  64,760 70,632 62,683 

短期借入金  13,268 14,269 12,858 

一年以内に償還予定の
社債 

 － 10,000 － 

未払金  26,163 21,601 24,908 

未払費用  29,109 29,003 26,841 

その他  31,478 17,545 31,792 

流動負債合計  164,778 40.4 163,050 38.7 159,082 38.7

Ⅱ 固定負債   

社債  22,000 12,000 22,000 

長期借入金  3,675 1,882 1,377 

退職給付引当金  19,639 19,857 19,229 

その他の引当金  1,654 1,767 1,876 

その他  5,309 4,387 5,465 

固定負債合計  52,277 12.8 39,893 9.5 49,947 12.1

負債合計  217,055 53.2 202,943 48.2 209,029 50.8

    

(少数株主持分)   

少数株主持分  20,858 5.1 22,558 5.3 21,546 5.2

    

(資本の部)   

Ⅰ 資本金  15,304 3.7 15,336 3.6 15,328 3.7

Ⅱ 資本剰余金  34,195 8.4 34,226 8.1 34,219 8.3

Ⅲ 利益剰余金  123,909 30.3 146,556 34.8 134,963 32.8

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 2,386 0.6 3,893 0.9 2,684 0.7

Ⅴ 為替換算調整勘定  △ 5,359 △1.3 △ 4,032 △0.9 △ 6,231 △1.5

Ⅵ 自己株式  △   44 △0.0 △  63 △0.0 △   53 △0.0

資本合計  170,391 41.7 195,916 46.5 180,910 44.0

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 408,304 100.0 421,417 100.0 411,485 100.0

    



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    

前中間連結会計期間 
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

金額
(百万円) 

百分比
(％) 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    276,848 100.0 292,059 100.0  555,568 100.0

Ⅱ 売上原価    200,992 72.6 214,218 73.3  404,557 72.8

売上総利益    75,856 27.4 77,841 26.7  151,011 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1  51,766 18.7 54,165 18.6  104,101 18.8

営業利益    24,090 8.7 23,676 8.1  46,910 8.4

Ⅳ 営業外収益       

受取利息   352  264 655  

受取特許料   473  386 1,068  

持分法による投資
利益 

  537  － 717  

その他の収益   1,686 3,048 1.1 3,118 3,768 1.3 4,203 6,643 1.2

Ⅴ 営業外費用       

支払利息   492  532 984  

製品補修費   －  859 1,397  

固定資産処分損   621  703 1,471  

その他の費用   1,782 2,895 1.0 1,600 3,694 1.3 3,487 7,339 1.3

経常利益    24,243 8.8 23,750 8.1  46,214 8.3

Ⅵ 特別利益       

厚生年金基金代行
部分返上益 

  6,746 6,746 2.4 － － － 6,746 6,746 1.2

Ⅶ 特別損失       

退職給付制度変更
に伴う損失 

  1,011  － 1,011  

退職給付信託解約
損 

  777  － 777  

事業構造改革費用   4,809  － 4,809  

減損損失 ※2 497 7,094 2.6 － － － 640 7,237 1.3

税金等調整前中間
(当期)純利益 

   23,895 8.6 23,750 8.1  45,723 8.2

法人税、住民税及
び事業税 

  10,053  8,967 18,740  

法人税等調整額   △  66 9,987 3.6 359 9,326 3.2 △ 612 18,128 3.3

少数株主利益    748 0.2 640 0.2  1,881 0.3

中間(当期)純利益    13,160 4.8 13,784 4.7  25,714 4.6

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    

前中間連結会計期間
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

科目 
注記
番号 

金額 
(百万円) 

金額
(百万円) 

金額 
(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    34,178 34,219  34,178

Ⅱ 資本剰余金増加高     

新株予約権の行使   17 7 41 

自己株式処分差益   0 17 0 7 0 41

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期
末)残高 

   34,195 34,226  34,219

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    112,101 134,963  112,101

Ⅱ 利益剰余金増加高     

中間(当期)純利益   13,160 13,160 13,784 13,784 25,714 25,714

Ⅲ 利益剰余金減少高     

配当金   1,243 2,073 2,694 

取締役賞与金   109 118 109 

連結除外による減少   － 1,352 － 2,191 49 2,852

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期
末)残高 

   123,909 146,556  134,963

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

  
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

科目 
注記
番号 

金額
(百万円) 

金額
(百万円) 

金額 
(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 

税金等調整前中間(当期)
純利益 

 23,895 23,750 45,723 

減価償却費  12,369 13,008 25,904 

減損損失  497 － 640 

連結調整勘定償却額  2,270 － 2,299 

受取利息及び受取配当金  △  492 △  402 △  896 

支払利息  492 532 984 

有形固定資産の売除却損  857 694 3,116 

売上債権の増減額  △ 4,528 △ 5,159 91 

たな卸資産の増加額  △ 4,540 △  578 △ 4,727 

仕入債務の増加額  6,239 5,950 4,891 

未払金の減少額  － △ 3,517 △ 2,024 

退職給付引当金の増減額  △ 10,914 628 △ 11,291 

その他  7,032 △ 8,536 △   58 

小計  33,177 26,370 64,652 

利息及び配当金の受取額  595 485 991 

利息の支払額  △  490 △  542 △  987 

法人税等の支払額  △ 4,672 △ 15,694 △ 7,111 

法人税等の還付額  3,063 － 3,063 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 31,673 10,619 60,608 



  

  

  次へ 

    
前中間連結会計期間 

  
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

科目 
注記
番号 

金額
(百万円) 

金額
(百万円) 

金額 
(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

有形固定資産の取得によ
る支出 

 △ 14,024 △ 17,979 △ 29,422 

有形固定資産の売却によ
る収入 

 841 106 974 

投資有価証券の取得によ
る支出 

 △ 1,471 － △ 2,340 

その他  △  929 △ 1,257 △ 2,214 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △ 15,583 △ 19,130 △ 33,002 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額  △ 4,211 881 △ 5,537 

長期借入金の返済による
支出 

 △ 1,066 △  855 △ 1,551 

社債の償還による支出  △ 3,000 － △ 3,000 

配当金の支払額  △ 1,243 △ 2,073 △ 2,694 

少数株主への配当金の支
払額 

 △  205 △  201 △  403 

その他  27 5 66 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △ 9,698 △ 2,243 △ 13,119 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 738 1,023 267 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額 

 7,130 △ 9,731 14,754 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 46,205 60,959 46,205 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

 53,335 51,228 60,959 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社数…65社  連結子会社数…62社  連結子会社数…62社 

 主な連結子会社は、新神戸電機

㈱、日立粉末冶金㈱、日立エーア

イシー㈱、㈱日立ハウステック、

Hitachi Chemical (Johor) Sdn. 

Bhd.、Hitachi Chemical 

(Singapore) Pte. Ltd.である。 

 当中間連結会計期間の異動は次

のとおりである。 

 主な連結子会社は、新神戸電機

㈱、日立粉末冶金㈱、日立エーア

イシー㈱、㈱日立ハウステック、

Hitachi Chemical (Johor) Sdn. 

Bhd.、Hitachi Chemical 

(Singapore) Pte. Ltd.である。 

 当中間連結会計期間の異動は次

のとおりである。 

 主な連結子会社は、新神戸電機

㈱、日立粉末冶金㈱、日立エーア

イシー㈱、㈱日立ハウステック、

Hitachi Chemical (Johor) Sdn. 

Bhd.、Hitachi Chemical 

(Singapore) Pte. Ltd.である。 

 当連結会計年度の異動は次のと

おりである。 

 (新規)  (新規)  (新規) 

・Hitachi Chemical Asia-

Pacific Pte. Ltd.(設立) 

・日立粉末冶金(東莞)有限公司

(設立) 

・佛山捷貝汽車配件有限公司(設

立) 

・Hitachi Chemical Automotive 

Products (Thailand) Co., 

Ltd.(株式追加取得) 

・Hitachi Chemical Asia-

Pacific Pte. Ltd.(設立) 

・日立粉末冶金(東莞)有限公司

(設立) 

・佛山捷貝汽車配件有限公司(設

立) 

・日立化成工業(蘇州)有限公司

(設立) 

 (除外)  (除外)  (除外) 

・アケボノテクノス㈱(日立化成

商事㈱と合併) 

・㈱ヘルスアンドクリーン(清算) 

・日化産業㈱(日立化成商事㈱と

合併) 

・アケボノテクノス㈱(日立化成

商事㈱と合併) 

・㈱ヘルスアンドクリーン(清算) 

・㈱ニューロン(売却) 

・NEURON ELECTRONICS,INC.(㈱ニ

ューロン売却に伴う除外) 

・RNAture,Inc.(清算) 

・PT. Hitachi Chemical 

Electronic Products 

Indonesia(持株比率減少) 

 なお、Hitachi Chemical 

(Singapore) Pte. Ltd.は、平成

16年４月１日付をもってHitachi 

Chemical Asia-Pacific Pte Ltd

が商号を変更したものである。ま

た、Hitachi Chemical Asia-

Pacific Pte. Ltd.は、同日付を

もって当社の全額出資によりシン

ガポールに設立した法人である。 

  

 なお、Hitachi Chemical 

(Singapore) Pte. Ltd.は、平成

16年４月１日付をもってHitachi 

Chemical Asia-Pacific Pte Ltd

が商号を変更したものである。ま

た、Hitachi Chemical Asia-

Pacific Pte. Ltd.は、同日付を

もって当社の全額出資によりシン

ガポールに設立した法人である。 



  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 持分法適用関連会社数…10社  持分法適用関連会社数…10社  持分法適用関連会社数…11社 

 主な持分法適用関連会社は、日

本電解㈱、五井化成㈱、Hitachi 

Chemical Automotive Products 

(Thailand) Co., Ltd.、Hitachi 

Chemical DuPont MicroSystems 

L.L.C.である。 

 当中間連結会計期間の異動は次

のとおりである。 

(新規) 

・日立ビークルエナジー㈱(設立) 

 中間純損益及び利益剰余金等に

重要な影響を及ぼしておらず、か

つ、全体としても重要性に乏しい

ため、持分法を適用していない関

連会社として、東京日化サービス

㈱他がある。 

 主な持分法適用関連会社は、日

本電解㈱、五井化成㈱、Hitachi 

Chemical DuPont MicroSystems 

L.L.C.である。 

 当中間連結会計期間の異動は次

のとおりである。 

(除外) 

・Hitachi Chemical Automotive 

Products (Thailand) Co., 

Ltd.(株式追加取得により連結

子会社へ異動) 

 中間純損益及び利益剰余金等に

重要な影響を及ぼしておらず、か

つ、全体としても重要性に乏しい

ため、持分法を適用していない関

連会社として、東京日化サービス

㈱他がある。 

 主な持分法適用関連会社は、日

本電解㈱、五井化成㈱、Hitachi 

Chemical Automotive Products 

(Thailand) Co., Ltd.、Hitachi 

Chemical DuPont MicroSystems 

L.L.C.である。 

 当連結会計年度の異動は次のと

おりである。 

(新規) 

・日立ビークルエナジー㈱(設立) 

・ディーエイチ・マテリアル㈱

(設立) 

 当期純損益及び利益剰余金等に

重要な影響を及ぼしておらず、か

つ、全体としても重要性に乏しい

ため、持分法を適用していない関

連会社として、東京日化サービス

㈱他がある。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社のうち信宜日紅樹脂

化工有限公司、日立蓄電池(東莞)

有限公司、日立粉末冶金(東莞)有

限公司及び佛山捷貝汽車配件有限

公司の中間決算日は、平成16年６

月30日である。中間連結財務諸表

の作成に当たっては、同日現在の

財務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引につ

いて、連結上必要な調整を行って

いる。 

 連結子会社のうち信宜日紅樹脂

化工有限公司ほか６社の中間決算

日は、平成17年６月30日である。

中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、信宜日紅樹脂化工有限公司

ほか２社については、同日現在の

財務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引につ

いて、連結上必要な調整を行って

いる。その他の会社については、

平成17年９月30日で仮決算を行

い、同日現在の財務諸表を使用し

ている。 

 連結子会社のうち信宜日紅樹脂

化工有限公司ほか６社の決算日

は、平成16年12月31日である。連

結財務諸表の作成に当たっては、

信宜日紅樹脂化工有限公司ほか２

社については、同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引について、連結

上必要な調整を行っている。その

他の会社については、平成17年３

月31日で仮決算を行い、同日現在

の財務諸表を使用している。 



  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 有価証券 有価証券 

満期保有目的債券 満期保有目的債券 満期保有目的債券 

 償却原価法によっている。 同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法によってい

る。(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法

によっている。) 

同左  決算日の市場価格等に基

づく時価法によっている。

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は主として移動平均法によ

っている。) 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 主として移動平均法に基

づく原価法によっている。 

同左 同左 

デリバティブ デリバティブ デリバティブ 

 時価法によっている。 

 なお、ヘッジの有効性が確認

されたものについてヘッジ会計

を適用している。 

同左 同左 

たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

 主として、移動平均法に基づ

く低価法により評価している。

但し、一部の連結子会社は原価

法によっている。 

同左 同左 



  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 

 当社及び連結子会社は、主と

して定率法によっている。 

 但し、当社及び国内連結子会

社は、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除

く。)については定額法によっ

ている。 

同左 同左 

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 

 当社及び連結子会社は、主と

して定額法によっている。な

お、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利

用可能期間に基づく定額法によ

っている。 

同左 同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、主として一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

同左 同左 



前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社は従

業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末の退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(主とし

て10年)で定額法により費用処

理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(主として10年)で定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。 

同左  当社及び国内連結子会社は従

業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末の退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(主とし

て10年)で定額法により費用処

理している。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(主として10年)で定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしている。 

  

  

 (追加情報)    (追加情報) 

 日立化成工業厚生年金基金

は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、その代行部分につい

て、平成16年４月１日に厚生労

働大臣から過去分返上の認可を

受けた。これにより税金等調整

前中間純利益は、6,746百万円

増加している。 

 なお、当社及び一部の国内連

結子会社では、確定拠出年金法

の施行に伴い、平成16年４月に

退職一時金制度の一部について

確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」(企業会計基準

適用指針第１号)を適用してい

る。これにより税金等調整前中

間純利益は、1,011百万円減少

している。 

    ―――――――    

  

  

  

  

  

  

  

  

 当社及び一部の国内連結子会

社が加入する日立化成工業厚生

年金基金(平成16年４月１日付

をもって日立化成工業企業年金

基金がその権利義務を承継)

は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部

分について、平成16年４月１日

に厚生労働大臣から過去分返上

の認可を受け、平成16年10月１

日に国に返還額(最低責任準備

金)の納付を行った。これによ

り税金等調整前当期純利益は

6,746百万円増加している。 

 なお、当社及び一部の国内連

結子会社は、確定拠出年金法の

施行に伴い、当連結会計年度に

退職一時金制度の一部について

確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」(企業会計基準

適用指針第１号)を適用してい

る。これにより税金等調整前当

期純利益は、1,011百万円減少

している。 



  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、中

間決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用

は、期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換

算調整勘定に含めている。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外

子会社等の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用

は、期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株主持

分及び資本の部における為替換

算調整勘定に含めている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 (5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

同左 同左 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

同左 

  

同左 

  

ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ、

為替予約 

同左 

  

同左 

  

ヘッジ対象…借入金、社債の

金利及び外貨建予定取引 

    

ヘッジ方針 ヘッジ方針 ヘッジ方針 

 金利及び為替変動リスクを低

減するため、対象債権、債務の

範囲内でヘッジを行っている。 

同左 同左 

ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジの有効性評価の方法  ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断している。 

同左 同左 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(7) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってい

る。 

     同左      同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び取得日から３ヵ月以内に

償還期限の到来する、容易に換金

可能で価値の変動のリスクが少な

い短期投資からなっている。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準)   (固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日)が平

成16年３月31日に終了する連結会

計年度に係る連結財務諸表から適

用できることになったことに伴

い、当中間連結会計期間から同会

計基準及び同適用指針を適用して

いる。これにより税金等調整前中

間純利益は、497百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づき各資産の金額から直接

控除している。 

    ―――――――     

  

  

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日)が平

成16年３月31日に終了する連結会

計年度に係る連結財務諸表から適

用できることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会計基

準及び同適用指針を適用してい

る。これにより税金等調整前当期

純利益は、640百万円減少してい

る。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に

基づき各資産の金額から直接控除

している。 



表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  (中間連結貸借対照表) 

  

  

  

  

  

  

――――――― 

１．前中間連結会計期間において、投資その他の資産

「その他」に含めていた「投資有価証券」について

は、資産の総額の100分の５を超えたため、区分掲記

している。 

 なお、前中間連結会計期間の投資その他の資産「そ

の他」に含まれる「投資有価証券」は17,400百万円で

ある。 

  ２．前中間連結会計期間において、投資その他の資産

「その他」に含めていた「投資事業有限責任組合等へ

の出資」は、「証券取引法等の一部を改正する法律」

(平成16年法律第97号)の施行により、「投資有価証

券」に233百万円含めている。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「投資事業有限責任組合等への出資」は、189百万円

である。 

(中間連結損益計算書) (中間連結損益計算書) 

１．前中間連結会計期間において区分掲記していた、営

業外収益の「固定資産売却益」については、営業外収

益の総額の100分の10以下となったため、「その他の

収益」に含めて表示している。 

 なお、当中間連結会計期間の営業外収益の「その他

の収益」に含まれる「固定資産売却益」は、41百万円

である。 

１．前中間連結会計期間において区分掲記していた、営

業外収益の「持分法による投資利益」については、営

業外収益の総額の100分の10以下となったため、「そ

の他の収益」に含めて表示している。 

 なお、当中間連結会計期間の営業外収益の「その他

の収益」に含まれる「持分法による投資利益」は、

149百万円である。 

２．前中間連結会計期間において区分掲記していた、営

業外費用の「製品補修費」については、営業外費用の

総額の100分の10以下となったため、「その他の費

用」に含めて表示している。 

 なお、当中間連結会計期間の営業外費用の「その他

の費用」に含まれる「製品補修費」は、193百万円で

ある。 

２．前中間連結会計期間において、営業外費用の「その

他の費用」に含めていた「製品補修費」は、営業外費

用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記してい

る。 

 なお、前中間連結会計期間の営業外費用の「その他

の費用」に含まれる「製品補修費」は、193百万円で

ある。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１．前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めていた「連結調整

勘定償却額」は、金額的重要性が増したため、当中間

連結会計期間は区分掲記している。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「連結調整勘定償却額」は、268百万円である。 

１．前中間連結会計期間において区分掲記していた、営

業活動によるキャッシュ・フローの「連結調整勘定償

却額」は、金額が僅少であるため、「その他」に含め

て表示している。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「連結調整勘定償却額」は、85百万円である。 

２．前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めていた「有形固定

資産の売除却損」は、金額的重要性が増したため、当

中間連結会計期間は区分掲記している。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「有形固定資産の売除却損」は、202百万円である。 

２．前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めていた「未払金の

減少額」は、金額的重要性が増したため、区分掲記し

ている。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「未払金の増加額」は、69百万円である。 



  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

３．前中間連結会計期間において区分掲記していた、営

業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増加

額」は、金額が僅少であるため、「その他」に含めて

表示している。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「未払金の増加額」は、69百万円である。 

３．前中間連結会計期間において区分掲記していた、投

資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の

取得による支出」は、金額が僅少であるため、「その

他」に含めて表示している。 

 なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「投資有価証券の取得による支出」は、△141百万円

である。 

４．前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローの「法人税等の支払額」に含めていた

「法人税等の還付額」は、金額的重要性が増したた

め、当中間連結会計期間は区分掲記している。 

 なお、前中間連結会計期間の「法人税等の支払額」

に含まれる「法人税等の還付額」は、135百万円であ

る。 

  

５．前中間連結会計期間において、投資活動によるキャ

ッシュ・フローの「その他」に含めていた「投資有価

証券の取得による支出」は、金額的重要性が増したた

め、当中間連結会計期間は区分掲記している。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれる

「投資有価証券の取得による支出」は、△31百万円で

ある。 

  



注記事項 

 (中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

390,691百万円 399,774百万円 391,693百万円 

※２．担保差入資産 ※２．担保差入資産 ※２．担保差入資産 
  

  百万円 百万円

建物 1,433 (1,425)

機械装置 3,240 (3,240)

土地 479 ( 343)

その他の資産 782 ( 782)

合計 5,934 (5,790)

 
  百万円 百万円

建物 1,349 (1,341)

機械装置 2,921 (2,921)

土地 479 ( 343)

その他の資産 817 ( 817)

合計 5,566 (5,422)

  百万円 百万円

建物 1,395 (1,388)

機械装置 3,074 (3,074)

土地 479 ( 343)

その他の資産 823 ( 823)

合計 5,771 (5,628)

 上記により担保されている債

務 

 上記により担保されている債

務 

 上記により担保されている債

務 
  

 百万円 百万円

短期借入金 2,160 (1,860)

１年以内に返
済予定長期借
入金 

112 ( 112)

長期借入金 764 ( 764)

合計 3,036 (2,736)

  
 百万円 百万円

短期借入金 2,160 (1,860)

１年以内に返
済予定長期借
入金 

112 ( 112)

長期借入金 652 ( 652)

合計 2,924 (2,624)

 百万円 百万円

短期借入金 2,160 (1,860)

１年以内に返
済予定長期借
入金 

112 ( 112)

長期借入金 708 ( 708)

合計 2,980 (2,680)

 ( )内数値は、工場財団抵当

並びに当該債務を示している。 

 このほか、借入金の担保とし

て、連結子会社である日立粉末

冶金㈱の株式を借入先である国

際協力銀行へ差し入れている。 

 ( )内数値は、工場財団抵当

並びに当該債務を示している。 

 このほか、当社及び関連会社

の借入金の担保として、連結子

会社である日立粉末冶金㈱の株

式を借入先である国際協力銀行

へ差し入れている。 

 ( )内数値は、工場財団抵当

並びに当該債務を示している。 

 このほか、当社及び関連会社

の借入金の担保として、連結子

会社である日立粉末冶金㈱の株

式を借入先である国際協力銀行

へ差し入れている。 

 ３．企業集団以外の会社等に対

し、下記の偶発債務がある。 

 ３．企業集団以外の会社等に対

し、下記の偶発債務がある。 

 ３．企業集団以外の会社等に対

し、下記の偶発債務がある。 

(1) 債務保証      百万円 (1) 債務保証      百万円 (1) 債務保証      百万円 
  
ａ．従業員の金融機
関等よりの借入
金に対する債務
保証 

869

ｂ．その他の債務保
証 

－

 
ａ．従業員の金融機
関等よりの借入
金に対する債務
保証 

747

ｂ．その他の債務保
証 

156

ａ．従業員の金融機
関等よりの借入
金に対する債務
保証 

790

ｂ．その他の債務保
証 

295

(2) その他の偶発債務  百万円 (2) その他の偶発債務  百万円 (2) その他の偶発債務  百万円 
  

借入金の債務履
行引受契約に基
づく偶発債務 

364

 
借入金の債務履
行引受契約に基
づく偶発債務 

182
借入金の債務履
行引受契約に基
づく偶発債務 

182

  
 ４．受取手形裏書

譲渡高 
2,986百万円

 
 ４．受取手形裏書

譲渡高 
2,214百万円  ４．受取手形裏書

譲渡高 
3,095百万円



 (中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次のとおりであ

る。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次のとおりであ

る。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要なものは次のとおりであ

る。 

百万円 百万円 百万円 
  

退職給付引当
金繰入額 

796

貸倒引当金繰
入額 

417

給料・諸手当 15,839

荷造発送費 9,887

研究開発費 7,419

 
退職給付引当
金繰入額 

1,155

貸倒引当金繰
入額 

675

給料・諸手当 16,268

荷造発送費 10,179

研究開発費 8,020

退職給付引当
金繰入額 

2,525

貸倒引当金繰
入額 

370

給料・諸手当 33,298

荷造発送費 19,889

研究開発費 14,758

※２．減損損失   ※２．減損損失 

 当中間連結会計期間におい

て、当社及び一部の国内連結子

会社は以下の資産について減損

損失を計上した。 

   当連結会計期間において、当

社及び一部の国内連結子会社は

以下の資産について減損損失を

計上した。 
  

場所 用途 種類 

茨城県下館市、
茨城県明野町他 

遊休 土地 

 
場所 用途 種類 

茨城県筑西市、
静岡県伊東市他 

遊休 土地 

 当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位

として、事業ユニット毎に資産

のグルーピングを行っている。 

 上記資産については、遊休状

態にあり、地価の下落により回

収可能価額が帳簿価額を下回っ

ているため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(497百万円)として

特別損失に計上した。 

 なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、主

として鑑定評価額により評価し

ている。 

  

  

  

  

  ―――――――― 

 当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位

として、事業ユニット毎に資産

のグルーピングを行っている。 

 上記資産については、遊休状

態にあり、地価の下落により回

収可能価額が帳簿価額を下回っ

ているため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(640百万円)として

特別損失に計上した。 

 なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、主

として鑑定評価額により評価し

ている。 



 (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に記載され

ている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係 

(平成16年９月30日現在) (平成17年９月30日現在) (平成17年３月31日現在) 

百万円 百万円 百万円 
  
現金及び預金勘定 33,332  

流動資産(関係会社
預け金) 

20,003  

現金及び現金同等
物 

53,335  

 
現金及び預金勘定 33,851  

流動資産(関係会社
預け金) 

17,377  

現金及び現金同等
物 

51,228  

現金及び預金勘定 33,173  

流動資産(関係会社
預け金) 

27,786  

現金及び現金同等
物 

60,959  



 (リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(借主側) 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
  

区分 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具器具
備品他 

1,947 1,145 802 

  

区分 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具器具
備品他 

1,731 819 912

区分

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具
備品他 

1,973 1,035 938 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

百万円 百万円 百万円 
  

１年内 395  

１年超 419  

合計 814  

 
１年内 333  

１年超 588  

合計 921  

１年内 381  

１年超 567  

合計 948  

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

百万円 百万円 百万円 
  

支払リース料 273

減価償却費相当
額 

262

支払利息相当額 8

 
支払リース料 236

減価償却費相当
額 

228

支払利息相当額 7

支払リース料 521

減価償却費相当
額 

500

支払利息相当額 16

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を支払

利息相当額とし、各期への配分

方法は利息法によっている。 

同左  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を支払

利息相当額とし、各連結会計年

度への配分方法は利息法によっ

ている。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

(借主側) (借主側) (借主側) 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

百万円 百万円 百万円 
  

１年内 8  

１年超 3  

合計 11  

 
１年内 84  

１年超 758  

合計 842  

１年内 86  

１年超 756  

合計 842  



  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

３．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(貸主側) 

３．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(貸主側) 

３．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引(貸主側) 

(1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び中間期末残高 

(1) リース物件の取得価額、減価

償却累計額及び期末残高 
  

区分 
取得価
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額 
(百万
円) 

中間期
末残高 
(百万円)

機械装置
他 

282 146 136 

  

区分 
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万
円) 

中間期
末残高 
(百万円)

機械装置
他 

499 299 200
  

区分
取得価
額 
(百万円)

減価償
却累計
額 
(百万円) 

期末残高 
(百万円) 

機械装置
他 

474 274 200 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

百万円 百万円 百万円 
  

１年内 54  

１年超 86  

合計 140  

 
１年内 88  

１年超 117  

合計 205  

１年内 94  

１年超 113  

合計 207  

(3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

(3) 受取リース料、減価償却費及

び受取利息相当額 

百万円 百万円 百万円 
  

受取リース料 31

減価償却費 30

受取利息相当額 1

 
受取リース料 61

減価償却費 59

受取利息相当額 2

受取リース料 87

減価償却費 84

受取利息相当額 3

(4) 利息相当額の算定方法 (4) 利息相当額の算定方法 (4) 利息相当額の算定方法 

 受取利息相当額の各期への配

分方法は利息法によっている。 

同左  受取利息相当額の各連結会計

年度への配分方法は利息法によ

っている。 

４．オペレーティング・リース取引 ４．オペレーティング・リース取引 ４．オペレーティング・リース取引 

(貸主側) (貸主側) (貸主側) 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

百万円 百万円 百万円 
  

１年内 5  

１年超 10  

合計 15  

 
１年内 5  

１年超 6  

合計 11  

１年内 6  

１年超 8  

合計 14  



（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価のない主な有価証券の内容 

  

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間連結
貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結
貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

債券 196 196 － 200 200 － 190 190 －

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結 
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 4,278 8,825 4,547 4,366 11,677 7,311 4,370 9,482 5,112

債券 16 14 △  2 16 19 3 17 16 △  1 

その他 － － － 235 233 △  2 179 177 △  2

合計 4,294 8,839 4,545 4,617 11,929 7,312 4,566 9,675 5,109

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

その他有価証券  

非上場株式 8,365 9,398 9,488 



 (デリバティブ取引関係) 

 (前中間連結会計期間) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 (注) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

 (当中間連結会計期間) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 (注) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

 (前連結会計年度) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 (注) ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

  

  

対象物の種類 取引の種類 
前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 
オプション取引 1,473 △  6 △   6 

為替予約取引 2,562 2,571 △   9 

合計 4,035 2,565 △  15 

対象物の種類 取引の種類 
当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 
オプション取引 5,368 △  54 △  54 

為替予約取引 3,243 3,302 △  59 

合計 8,611 3,248 △  113 

対象物の種類 取引の種類 
前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

通貨 
オプション取引 3,458 △  43 △  43 

為替予約取引 2,250 2,300 △  50 

合計 5,708 2,257 △  93 



 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

科目 

エレクトロ
ニクス関連
製品 
(百万円) 

工業材料関
連製品 
(百万円) 

住宅機器・
環境設備 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 121,348 114,427 41,073 276,848 － 276,848

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,111 200 165 1,476 (1,476) －

計 122,459 114,627 41,238 278,324 (1,476) 276,848

営業費用 105,840 107,834 40,550 254,224 (1,466) 252,758

営業利益 16,619 6,793 688 24,100 (10) 24,090

科目 

エレクトロ
ニクス関連
製品 
(百万円) 

機能性材料
関連製品 
(百万円) 

住宅機器・
環境設備 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 132,626 116,639 42,794 292,059 － 292,059

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

693 161 108 962 (962) －

計 133,319 116,800 42,902 293,021 (962) 292,059

営業費用 116,239 110,700 42,437 269,376 (993) 268,383

営業利益 17,080 6,100 465 23,645 31 23,676

科目 

エレクトロ
ニクス関連
製品 
(百万円) 

工業材料関
連製品 
(百万円) 

住宅機器・
環境設備 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 233,209 237,905 84,454 555,568 － 555,568

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,210 1,186 333 2,729 (2,729) －

計 234,419 239,091 84,787 558,297 (2,729) 555,568

営業費用 203,907 224,383 83,132 511,422 (2,764) 508,658

営業利益 30,512 14,708 1,655 46,875 35 46,910



 (注) １．事業区分の方法 

(1) 当中間連結会計期間 

 製品の使用目的、特性及び市場を考慮し、「エレクトロニクス関連製品」、「機能性材料関連製品」及び「住宅機器・

環境設備」に区分している。 

(2) 前中間連結会計期間及び前連結会計年度 

 製品の使用目的、特性及び市場を考慮し、「エレクトロニクス関連製品」、「工業材料関連製品」及び「住宅機器・環

境設備」に区分している。 

    ２．各事業の主要製品 

 (1) 当中間連結会計期間 

  

事業区分 主要製品 

エレクト

ロニクス

関連製品 

半導体・ディスプレイ用材料 

半導体ウエハー平坦化用研磨材料、高耐熱ファインポリマ、ダイボンディング材料、エポキシ封止

材、カラーフィルター用顔料分散型カラーレジスト、液晶ディスプレイ用回路接続フィルム、液晶デ

ィスプレイ用導光板、プラズマ・ディスプレイ・パネル用電磁波遮蔽シート 

配線板及び配線板用材料 

多層プリント配線板、マルチワイヤー配線板、フレキシブルプリント配線板、半導体パッケージ用基

板、プリント配線板用銅張積層板、内層回路入り銅張積層板、プリント配線板用感光性フィルム、プ

リント配線板用めっき材料 

その他 

リチウムイオン電池用カーボン負極材、コンデンサ 

機能性材

料関連製

品 

工業用素材 

電気絶縁用ワニス、ソルダーレジスト、アルキド樹脂、アクリル樹脂、アミノ樹脂、アルキルフェノ

ール樹脂、フラン樹脂、エポキシ樹脂硬化剤、特殊化学素材、発泡ポリスチレン、シェルモールドレ

ジン、フェノール成形材料、高圧絶縁用成形品、ブラウン管用黒鉛塗料、接着剤、道路標示材料、Ｆ

ＲＰ成形品 

カーボン・セラミックス 

電刷子、カーボンしゅう動部品、ガラス状カーボン製品、ガスケット用カーボン材料、炭化ケイ素セ

ラミックス、アルミナセラミックス、単結晶 

自動車部品 

自動車用成形品、ディスクブレーキパッド 

機能性フィルム 

粘着フィルム、非接触式ＩＣカード、架橋ポリエチレンフォーム、食品包装用フィルム 

その他 

診断薬、アルミ化粧板、蓄電池、電源装置、ゴルフカート、粉末冶金製品、鋳物鋳造用材料 

住宅機器 

・ 

環境設備 

ユニットバス、浴槽、システムキッチン、ミニキッチン、洗面化粧台、温水洗浄便座、ガス・石油機

器、合併処理浄化槽、パネルタンク 



 (2) 前中間連結会計期間及び前連結会計年度 

  

事業区分 主要製品 

エレクト

ロニクス

関連製品 

半導体・液晶ディスプレイ用材料 

半導体ウエハー平坦化用研磨材料、高耐熱ファインポリマ、ダイボンディング材料、エポキシ封止

材、カラーフィルター用顔料分散型カラーレジスト、液晶ディスプレイ用回路接続フィルム、液晶デ

ィスプレイ用導光板 

配線板及び配線板用材料 

多層プリント配線板、マルチワイヤー配線板、フレキシブルプリント配線板、半導体パッケージ用基

板、プリント配線板用銅張積層板、内層回路入り銅張積層板、プリント配線板用感光性フィルム、プ

リント配線板用めっき材料、プリント配線板用銅箔 

その他 

コンデンサ 

工業材料

関連製品 

有機化学材料・製品 

電気絶縁用ワニス、ソルダーレジスト、不飽和ポリエステル樹脂、アルキド樹脂、アクリル樹脂、メ

ラミン樹脂、アルキルフェノール樹脂、フラン樹脂、エポキシ樹脂硬化剤、特殊化学素材、発泡ポリ

スチレン、ＡＡＳ樹脂、シェルモールドレジン、フェノール成形材料、医薬、診断薬、遺伝子鎖長解

析チップ、接着剤、道路標示材料 

無機化学材料・製品 

電刷子、リチウムイオン電池用カーボン負極材、カーボンしゅう動部品、ガラス状カーボン製品、ガ

スケット用カーボン材料、炭化ケイ素セラミックス、アルミナセラミックス、単結晶、ディスクブレ

ーキパッド、ブラウン管用黒鉛塗料 

合成樹脂加工品 

自動車用成形品、ＦＲＰ成形品、架橋ポリエチレンフォーム、粘着フィルム、プラズマ・ディスプレ

イ・パネル用電磁波遮蔽シート、食品包装用フィルム、高圧絶縁用成形品、アルミ化粧板 

その他 

非接触式ＩＣカード、蓄電池、電源装置、ゴルフカート、粉末冶金製品、鋳物鋳造用材料、カードリ

ーダー 

住宅機器 

・ 

環境設備 

ユニットバス、浴槽、システムキッチン、ミニキッチン、洗面化粧台、温水洗浄便座、ガス・石油機

器、合併処理浄化槽、パネルタンク 



 (事業区分の方法の変更) 

 従来の事業セグメント区分は平成11年度から運用していたが、近年、市場、顧客の需要の変化に応じて当社グループの製品もそ

の用途、特性において多様化が進んだ。このため、当社グループの製品用途及び特性の実態に即したセグメントとすることを目的

とし、当中間連結会計期間より、従来の「工業材料関連製品」の名称を「機能性材料関連製品」に変更するとともに、従来は「工

業材料関連製品」に区分していた「リチウムイオン電池用カーボン負極材」及び「プラズマ・ディスプレイ・パネル用電磁波遮蔽

シート」を「エレクトロニクス関連製品」に移管した。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を当中間連結会計期間において用いた事業区分の方法により区

分すると次のとおりである。 

  

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  

科目 

エレクトロ
ニクス関連
製品 
(百万円) 

機能性材料
関連製品 
(百万円) 

住宅機器・
環境設備 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 127,579 108,196 41,073 276,848 － 276,848

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,111 200 165 1,476 (1,476) －

計 128,690 108,396 41,238 278,324 (1,476) 276,848

営業費用 111,273 102,398 40,550 254,221 (1,463) 252,758

営業利益 17,417 5,998 688 24,103 (13) 24,090

科目 

エレクトロ
ニクス関連
製品 
(百万円) 

機能性材料
関連製品 
(百万円) 

住宅機器・
環境設備 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 246,445 224,669 84,454 555,568 － 555,568

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

1,210 1,186 333 2,729 (2,729) －

計 247,655 225,855 84,787 558,297 (2,729) 555,568

営業費用 215,729 212,561 83,132 511,422 (2,764) 508,658

営業利益 31,926 13,294 1,655 46,875 35 46,910



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 (注) １．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…シンガポール、中国、マレーシア、台湾 

(2) その他…米国 

科目 
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 230,700 36,814 9,334 276,848 － 276,848

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

21,365 4,629 1,173 27,167 (27,167) －

計 252,065 41,443 10,507 304,015 (27,167) 276,848

営業費用 230,333 39,266 10,127 279,726 (26,968) 252,758

営業利益 21,732 2,177 380 24,289 (199) 24,090

科目 
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 234,525 45,942 11,592 292,059 － 292,059

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

26,679 4,589 1,213 32,481 (32,481) －

計 261,204 50,531 12,805 324,540 (32,481) 292,059

営業費用 239,228 49,050 12,398 300,676 (32,293) 268,383

営業利益 21,976 1,481 407 23,864 (188) 23,676

科目 
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全
社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高 463,900 72,807 18,861 555,568 － 555,568

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

43,205 8,792 2,403 54,400 (54,400) －

計 507,105 81,599 21,264 609,968 (54,400) 555,568

営業費用 464,729 77,579 20,514 562,822 (54,164) 508,658

営業利益 42,376 4,020 750 47,146 (236) 46,910



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

 (注) １．国又は地域は、地理的近接度により区分している。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…シンガポール、中国、マレーシア、台湾 

(2) その他…米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

項目 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高            (百万円) 57,208 17,314 74,522 

Ⅱ 連結売上高            (百万円) － － 276,848 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合  (％) 20.7 6.2 26.9 

項目 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高            (百万円) 67,777 19,466 87,243 

Ⅱ 連結売上高            (百万円) － － 292,059 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合  (％) 23.2 6.7 29.9 

項目 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高            (百万円) 110,432 34,544 144,976 

Ⅱ 連結売上高            (百万円) － － 555,568 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合  (％) 19.9 6.2 26.1 



 (１株当たり情報) 

 (注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

(2)【その他】 

 該当事項なし 

  

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

円 円 円 
  
１株当たり純資産額 822.18

１株当たり中間純利益 63.50

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

63.49

 
１株当たり純資産額 945.19

１株当たり中間純利益 66.50

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益 

66.49

１株当たり純資産額 872.20

１株当たり当期純利益 123.46

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益 

123.44

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益       

中間(当期)純利益     (百万円) 13,160 13,784 25,714 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － － 128 

(うち利益処分による取締役賞与金) (－) (－) (128) 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
             (百万円) 

13,160 13,784 25,586 

期中平均株式数       (千株) 207,242 207,274 207,246 

        

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益 

      

中間(当期)純利益調整額  (百万円) － － － 

普通株式増加数       (千株) 21 36 22 

(うち新株引受権)      (－) ( 3) ( 0) 

(うち新株予約権)      (21) (33) (22) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株引受権  ２種類 

潜在株式の数 96千株 

新株予約権  １種類 

潜在株式の数 90千株 

新株予約権  １種類 

潜在株式の数 96千株 

新株引受権  ２種類 

潜在株式の数 83千株 

新株予約権  １種類 

潜在株式の数 90千株 

   これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状

況 １ 株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおり。 

 これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状

況 １ 株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおり。 

 これらの詳細は、

「第４ 提出会社の状

況 １ 株式等の状況

(2) 新株予約権等の状

況」に記載のとおり。 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末

  
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金   2,248 2,273 2,867 

受取手形   930 784 1,084 

売掛金   33,733 40,659 33,347 

たな卸資産   8,761 9,988 9,449 

短期貸付金   25,367 30,055 32,137 

その他 ※3 7,824 10,011 8,602 

貸倒引当金   △ 1,831 △ 2,099 △ 1,836 

流動資産合計   77,032 38.9 91,671 41.8 85,650 40.8

Ⅱ 固定資産    

1.有形固定資産 ※1  

建物   12,013 12,795 12,666 

機械装置   19,616 21,147 21,046 

その他   15,087 15,690 15,505 

有形固定資産合計   46,716 49,632 49,217 

2.無形固定資産   1,325 2,675 1,969 

3.投資その他の資産    

関係会社株式 ※2 51,160 55,993 52,550 

その他   22,433 19,812 20,985 

貸倒引当金   △  487 △  295 △  340 

投資その他の資産合計   73,106 75,510 73,195 

固定資産合計   121,147 61.1 127,817 58.2 124,381 59.2

資産合計   198,179 100.0 219,488 100.0 210,031 100.0

     



  

  

    
前中間会計期間末

  
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
  

(平成17年９月30日) 

前事業年度末の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

科目 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

買掛金   24,386 28,973 24,689 

一年以内に償還予定の
社債 

  － 10,000 － 

未払費用   8,120 8,515 7,359 

その他 ※3 12,192 13,767 19,089 

流動負債合計   44,698 22.5 61,255 27.9 51,137 24.4

Ⅱ 固定負債    

社債   22,000 12,000 22,000 

その他の引当金   1,096 1,215 1,103 

その他   3,772 2,261 3,452 

固定負債合計   26,868 13.6 15,476 7.1 26,555 12.6

負債合計   71,566 36.1 76,731 35.0 77,692 37.0

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   15,304 7.7 15,336 7.0 15,328 7.3

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金   30,944 30,975 30,968 

その他資本剰余金   0 0 0 

資本剰余金合計   30,944 15.6 30,975 14.1 30,968 14.7

Ⅲ 利益剰余金    

利益準備金   3,564 3,564 3,564 

任意積立金   62,228 70,164 62,228 

中間(当期)未処分利益   12,859 19,903 18,338 

利益剰余金合計   78,651 39.7 93,631 42.6 84,130 40.1

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,758 0.9 2,878 1.3 1,966 0.9

Ⅴ 自己株式   △   44 △0.0 △  63 △0.0 △   53 △0.0

資本合計   126,613 63.9 142,757 65.0 132,339 63.0

負債及び資本合計   198,179 100.0 219,488 100.0 210,031 100.0

     



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    

前中間会計期間
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

科目 
注記 
番号 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

金額
(百万円) 

百分比
(％) 

金額 
(百万円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   108,896 100.0 118,186 100.0 218,568 100.0

Ⅱ 売上原価   78,606 72.2 85,352 72.2 159,134 72.8

売上総利益   30,290 27.8 32,834 27.8 59,434 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   15,918 14.6 17,248 14.6 32,740 15.0

営業利益   14,372 13.2 15,586 13.2 26,694 12.2

Ⅳ 営業外収益 ※1 2,588 2.4 4,495 3.8 5,433 2.5

Ⅴ 営業外費用 ※2 1,354 1.3 2,270 1.9 3,410 1.6

経常利益   15,606 14.3 17,811 15.1 28,717 13.1

Ⅵ 特別利益 ※3 5,355 4.9 － － 5,355 2.5

Ⅶ 特別損失 ※4,5 6,516 5.9 － － 7,619 3.5

税引前中間(当期)純利
益 

  14,445 13.3 17,811 15.1 26,453 12.1

法人税、住民税及び事
業税 

  6,400 5.9 5,800 4.9 11,600 5.3

法人税等調整額   316 0.3 437 0.4 194 0.1

中間(当期)純利益   7,729 7.1 11,574 9.8 14,659 6.7

前期繰越利益   5,130 8,329 5,130 

中間配当額   － － 1,451 

中間(当期)未処分利益   12,859 19,903 18,338 

      



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法に基づく原価法に

よっている。 

同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法によっている。

(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移

動平均法によっている。) 

同左  決算日の市場価格等に基づ

く時価法によっている。(評

価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法によっている。) 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法

によっている。 

同左 同左 

(2) デリバティブ (2) デリバティブ (2) デリバティブ 

 時価法によっている。 

 なお、ヘッジの有効性が確認

されたものについてヘッジ会計

を適用している。 

同左 同左 

(3) たな卸資産 (3) たな卸資産 (3) たな卸資産 

 製品・半製品・仕掛品は、総

合原価計算によるものは移動平

均法に基づく低価法により、個

別原価計算によるものは個別法

に基づく低価法によっている。 

 材料は、移動平均法に基づく

低価法によっている。 

同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

 定率法によっている。但し、

平成10年４月１日以降に取得し

た建物(附属設備を除く。)につ

いては定額法によっている。 

同左 同左 

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

 定額法によっている。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における見

込利用可能期間に基づく定額法

によっている。 

同左 同左 



  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

同左 同左 



  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末の退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)で

定額法により費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)で定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

している。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末の退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上している。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10年)で

定額法により費用処理してい

る。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)で定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理することと

している。 

 (追加情報)    (追加情報) 

 日立化成工業厚生年金基金

は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、その代行部分につい

て、平成16年４月１日に厚生労

働大臣から過去分返上の認可を

受けた。これにより税引前中間

純利益は、5,355百万円増加し

ている。 

 なお、当社では、確定拠出年

金法の施行に伴い、平成16年４

月に退職一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」(企業会計

基準適用指針第１号)を適用し

ている。これにより税引前中間

純利益は、905百万円減少して

いる。 

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

 日立化成工業厚生年金基金

(平成16年４月１日付をもって

日立化成工業企業年金基金がそ

の権利義務を承継)は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚

生年金基金の代行部分につい

て、平成16年４月１日に厚生労

働大臣から過去分返上の認可を

受け、平成16年10月１日に国に

返還額(最低責任準備金)の納付

を行った。これにより税引前当

期純利益は、5,355百万円増加

している。 

 なお、当社は、確定拠出年金

法の施行に伴い、平成16年４月

に退職一時金制度の一部につい

て確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」(企業会計基準

適用指針第１号)を適用してい

る。これにより税引前当期純利

益は、905百万円減少してい

る。 



前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 

５．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方法  

(1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってい

る。 

同左 同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ、

為替予約 

同左 同左 

 ヘッジ対象…社債の金利及び

外貨建予定取引 

    

(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

 金利及び為替変動リスクを低

減するため、対象債権、債務の

範囲内でヘッジを行っている。 

同左 同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 (4) ヘッジの有効性評価の方法 (4) ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断している。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理  消費税等の会計処理  消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっている。 

同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準)   (固定資産の減損に係る会計基準) 

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日)が平

成16年３月31日に終了する事業年

度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当中間

会計期間から同会計基準及び同適

用指針を適用している。これによ

り税引前中間純利益は、388百万円

減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接控

除している。 

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

 固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日)が平

成16年３月31日に終了する事業年

度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことに伴い、当事業

年度から同会計基準及び同適用指

針を適用している。これにより税

引前当期純利益は、461百万円減少

している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき各資産の金額から直接控除し

ている。 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(貸借対照表)   

１．前中間期において流動資産の「その他」に含めてい

た「短期貸付金」は、資産の総額の100分の５を超え

たため、区分掲記している。 

 なお、前中間期の「その他」に含まれる「短期貸付

金」は、669百万円である。 

  

  

  

  

────── 

２．前中間期において区分掲記していた固定負債の「退

職給付引当金」は、負債及び資本の合計額の100分の

１以下となったため、「その他の引当金」に含めて表

示している。 

 なお、当中間期の「その他の引当金」に含まれる

「退職給付引当金」は、425百万円である。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

159,375百万円 160,263百万円 161,608百万円 

※２．担保差入資産 ※２．担保差入資産 ※２．担保差入資産 
  

関係会社株式 292百万円
  

関係会社株式 292百万円 関係会社株式 292百万円

 このうち、146百万円は当社

の長期借入金364百万円の担保

として、146百万円は当社の子

会社PT. Hitachi Chemical 

Electronic Products 

Indonesiaの長期借入金４百万

US$の担保として借入先である

国際協力銀行に供している。 

 なお、当社の国際協力銀行か

らの長期借入金については、㈱

みずほコーポレート銀行との間

で債務履行引受契約を締結して

いるため、負債の部から除いて

いる。 

 このうち、146百万円は当社

の長期借入金182百万円の担保

として、146百万円は当社の関

連会社PT. Kyosya Indonesia 

(平成17年５月25日付をもって

PT. Hitachi Chemical 

Electronic Products 

Indonesiaがその社名を変更)の

長期借入金１百万US$の担保と

して借入先である国際協力銀行

に供している。 

 なお、当社の国際協力銀行か

らの長期借入金については、㈱

みずほコーポレート銀行との間

で債務履行引受契約を締結して

いるため、負債の部から除いて

いる。 

 このうち、146百万円は当社

の長期借入金182百万円の担保

として、146百万円は当社の関

連会社PT. Hitachi Chemical 

Electronic Products 

Indonesiaの長期借入金３百万

US$の担保として借入先である

国際協力銀行に供している。 

 なお、当社の国際協力銀行か

らの長期借入金については、㈱

みずほコーポレート銀行との間

で債務履行引受契約を締結して

いるため、負債の部から除いて

いる。 

※３．消費税等の表示方法 ※３．消費税等の表示方法 ※３． 

 仮払消費税等と仮受消費税等

を相殺の上、差額を流動負債の

その他に含めて表示している。 

 仮払消費税等と仮受消費税等

を相殺の上、差額を流動資産の

その他に含めて表示している。 

────── 

 ４．偶発債務  ４．偶発債務  ４．偶発債務 

 国際協力銀行からの長期借入

金364百万円については、㈱み

ずほコーポレート銀行との間に

債務履行引受契約を締結してい

るため、負債の部から除いて表

示しているが、当社の国際協力

銀行に対する原債務は、債務履

行が完了するまで存続する。 

 国際協力銀行からの長期借入

金182百万円については、㈱み

ずほコーポレート銀行との間に

債務履行引受契約を締結してい

るため、負債の部から除いて表

示しているが、当社の国際協力

銀行に対する原債務は、債務履

行が完了するまで存続する。 

同左 

 ５．受取手形裏書譲渡高  ５．受取手形裏書譲渡高  ５．受取手形裏書譲渡高 

162百万円 200百万円 157百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  

  百万円

受取利息 252 

受取配当金 865 

固定資産賃貸
収入 

483 

特許料収入 583 

  
  百万円

受取利息 68 

受取配当金 1,895 

固定資産賃貸
収入 

465 

特許料収入 689 

  百万円

受取利息 402 

受取配当金 1,285 

固定資産賃貸
収入 

1,022 

特許料収入 1,300 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

  

  百万円

支払利息 18 

社債利息 324 

固定資産処分
損 

240 

貸与資産諸費
用 

353 

  

  

  百万円

支払利息 31 

社債利息 307 

固定資産処分
損 

461 

貸与資産諸費
用 

317 

  百万円

支払利息 36 

社債利息 631 

固定資産処分
損 

592 

貸与資産諸費
用 

803 

製品補修費 752 

※３．特別利益のうち主要なもの ※３． ※３．特別利益のうち主要なもの 
  

  百万円

厚生年金基金
代行部分返上
益 

5,355 

  
  

────── 

  百万円

厚生年金基金
代行部分返上
益 

5,355 

※４．特別損失のうち主要なもの ※４． ※４．特別損失のうち主要なもの 
  

  

  百万円

退職給付制度
変更に伴う損
失 

905 

退職給付信託
解約損 

777 

関係会社株式
評価損 

4,446 

減損損失 388 

  
  
  
  
  
  

────── 

  百万円

退職給付制度
変更に伴う損
失 

905 

退職給付信託
解約損 

777 

関係会社株式
評価損 

4,446 

関係会社債権
放棄損 

1,030 

減損損失 461 



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※５．減損損失 ※５． ※５．減損損失 

 当中間会計期間において、当

社は以下の資産について減損損

失を計上した。 

   当事業年度において、当社は

以下の資産について減損損失を

計上した。 
  

場所 用途 種類 

茨城県下館市、
茨城県明野町他 

遊休 土地 

  
場所 用途 種類 

茨城県筑西市、
静岡県伊東市他 

遊休 土地 

 当社は、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として、事

業ユニット毎に資産のグルーピ

ングを行っている。 

 上記資産については、遊休状

態にあり、地価の下落により回

収可能価額が帳簿価額を下回っ

ているため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(388百万円)として

特別損失に計上した。 

 なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、す

べて鑑定評価額により評価して

いる。 

  

  

  

────── 

  

  

  

 当社は、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として、事

業ユニット毎に資産のグルーピ

ングを行っている。 

 上記資産については、遊休状

態にあり、地価の下落により回

収可能価額が帳簿価額を下回っ

ているため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失(461百万円)として

特別損失に計上した。 

 なお、回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、す

べて鑑定評価額により評価して

いる。 

 ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額  ６．減価償却実施額 
  

  百万円

有形固定資産 3,336 

無形固定資産 221 

  
  百万円

有形固定資産 3,615 

無形固定資産 215 

  百万円

有形固定資産 7,407 

無形固定資産 430 



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
  

区分 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具器具
備品 

2,927 1,576 1,351 

その他 105 81 24 

合計 3,032 1,657 1,375 

区分 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

工具器具
備品 

3,570 1,649 1,921

その他 29 4 25

合計 3,599 1,653 1,946

区分

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器具
備品 

3,030 1,337 1,693 

その他 108 94 14 

合計 3,138 1,431 1,707 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 
  

  百万円

１年内 842 

１年超 630 

合計 1,472 

 
  百万円

１年内 1,124 

１年超 849 

合計 1,973 

  百万円

１年内 970 

１年超 757 

合計 1,727 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 
  

  百万円

支払リース料 650 

減価償却費相当
額 

631 

支払利息相当額 20 

 
  百万円

支払リース料 664 

減価償却費相当
額 

635 

支払利息相当額 37 

  百万円

支払リース料 1,246 

減価償却費相当
額 

1,205 

支払利息相当額 46 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を支払

利息相当額とし、各期への配分

方法は利息法によっている。 

同左  リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を支払

利息相当額とし、各事業年度へ

の配分方法は利息法によってい

る。 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

  百万円

１年内 13 

１年超 10 

合計 23 

 
  百万円

１年内 25 

１年超 42 

合計 67 

  百万円

１年内 26 

１年超 48 

合計 74 



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

子会社株式で時価のあるもの 

  

(当中間会計期間) 

子会社株式で時価のあるもの 

  

(前事業年度) 

子会社株式で時価のあるもの 

  

(重要な後発事象) 

 該当事項なし 

  

  

種類 

前中間会計期間末(平成16年９月30日)

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 7,443 24,672 17,229 

種類 

当中間会計期間末(平成17年９月30日)

中間貸借対照表計上額
(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 7,443 30,819 23,376 

種類 

前事業年度末(平成17年３月31日)

貸借対照表計上額
(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

子会社株式 7,443 28,792 21,349 



(2)【その他】 

 平成17年10月26日開催の取締役会において、商法第293条ノ５の規定に基づく金銭の分配(中間配当)を次のとおり行う旨決議し

た。 

１株当たり中間配当金   普通配当  10円 

中間配当金の総額     2,073百万円 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第56期) (自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

平成17年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 訂正発行登録書 

平成17年６月28日関東財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 

平成17年７月27日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(ストック・オプションとしての新株予約権の発行)に基づく臨時

報告書である。 

(4) 訂正発行登録書 

平成17年７月27日関東財務局長に提出 

(5) 臨時報告書の訂正報告書 

平成17年８月２日関東財務局長に提出 

(6) 訂正発行登録書 

平成17年８月２日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項なし 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月22日

日立化成工業株式会社     

  執行役社長 長瀬 寧次 殿   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土井 英雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 平山 直充  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

立化成工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、日立化成工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月21日

日立化成工業株式会社     

  執行役社長 長瀬 寧次 殿   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 平山 直充  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻  幸一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

立化成工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、日立化成工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より

事業区分の方法を変更した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月22日

日立化成工業株式会社     

  執行役社長 長瀬 寧次 殿   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 土井 英雄  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 平山 直充  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

立化成工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第56期事業年度の中間会計期間(平成16年４月

１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、日立化成工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16

年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月21日

日立化成工業株式会社     

  執行役社長 長瀬 寧次 殿   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 平山 直充  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 辻  幸一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日

立化成工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第57期事業年度の中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、日立化成工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17

年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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